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株式等の振替に関する業務規程の一部改正について 

 

１ 株式等の振替に関する業務規程（平成 20 年 8 月 15 日通知）   （下線部分変更） 

新 旧 

目次 

 (略) 

第８章 振替投資信託受益権の振替等に関す

る取扱い 

(略) 

第７節の２ 分配金に関する取扱い（第283 

条の２） 

 (略) 

 

（加入者との契約） 

第25 条 口座管理機関は、前条第１項の規定

により加入者の口座を開設する際に、加入

者との間で、次に掲げる事項を含む契約を

締結しなければならない。 

（１）～（12） (略) 

（13）当該加入者は、当該加入者の口座に記

載又は記録がされている振替株式等（差押

えを受けたものその他の法令の規定により

振替又はその申請を禁止されたものを除

く。）について、当該口座管理機関に対し、

振替の申請をすることができること。ただ

し、機構の定める振替制限日（第60 条第１

項（第271 条第１項、272 条第１項及び第

277 条において読み替えて準用する場合を

含む。）又は第189 条第１項（第263 条に

おいて読み替えて準用する場合を含む。）

に規定する振替制限日をいう。）を振替日

（振替をする日をいう。以下同じ。）とす

る振替の申請をすることはできないこと。 

（14）～（42） (略) 

 

目次 

 (略) 

第８章 振替投資信託受益権の振替等に関す

る取扱い 

(略) 

(新設) 

 

(略) 

 

（加入者との契約） 

第25 条 口座管理機関は、前条第１項の規定

により加入者の口座を開設する際に、加入

者との間で、次に掲げる事項を含む契約を

締結しなければならない。 

（１）～（12） (略) 

（13）当該加入者は、当該加入者の口座に記

載又は記録がされている振替株式等（差押

えを受けたものその他の法令の規定により

振替又はその申請を禁止されたものを除

く。）について、当該口座管理機関に対し、

振替の申請をすることができること。ただ

し、機構の定める振替制限日（第60 条第１

項（第271 条第１項、272 条第１項及び第

277 条において読み替えて準用する場合を

含む。）又は第189 条第１項（第263 条に

おいて読み替えて準用する場合を含む。）

に規定する振替制限日をいう。）を振替日

（振替をする日をいう。）とする振替の申

請をすることはできないこと。 

（14）～（42） (略) 

 

（間接口座管理機関の承認） 

第26 条 口座管理機関から顧客口の開設を受

（間接口座管理機関の承認） 

第26 条 口座管理機関から顧客口の開設を受
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けようとする者（以下「間接口座管理機関

承認申請者」という。）は、あらかじめ、

機構に対し、規則で定めるところにより、

すべての上位機関となるべき者を明示し

て、機構の承認を得るための申請をしなけ

ればならない。 

２～６ （略） 

 

けようとする者（以下「間接口座管理機関

承認申請者」という。）は、あらかじめ、

機構に対し、規則で定めるところにより、

すべての上位機関となるべき者を明示し

て、機構の承認を得るための申請をしなれ

ばならない。 

２～６ （略） 

 

（発行時ＤＶＰ方式） 

第52 条 （略） 

２ 前項に規定する場合には、同項の引受証券

会社（以下この章において「発行時ＤＶＰ

引受証券会社」という。）は、当該募集株

式の募集に係る申込期間において、機構に

対し、規則で定めるところにより、当該募

集株式の銘柄、決済条件（払込みすべき金

額、払込取扱銀行（以下この章において「発

行時ＤＶＰ払込取扱銀行」という。）及び

自社の資金決済会社その他の払込みに関す

る事項をいう。以下同じ。）及び払込期日

その他の規則で定める事項（以下この章に

おいて「新規記録情報」という。）を通知

しなければならない。 

３～20 

 

（発行時ＤＶＰ方式） 

第52 条 （略） 

２ 前項に規定する場合には、同項の引受証券

会社（以下「発行時ＤＶＰ引受証券会社」

という。）は、当該募集株式の募集に係る

申込期間において、機構に対し、規則で定

めるところにより、当該募集株式の銘柄、

決済条件（払込みすべき金額、払込取扱銀

行（以下この章において「発行時ＤＶＰ払

込取扱銀行」という。）及び自社の資金決

済会社その他の払込みに関する事項をい

う。以下同じ。）及び払込期日その他の規

則で定める事項（以下「新規記録情報」と

いう。）を通知しなければならない。 

３～20 

 

（振替手続） 

第53 条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の申請をする者は、当該申請におい

て、規則で定めるところにより、次に掲げ

る事項を示さなければならない。 

（１）～（６） 

（７）振替日 

４～９ （略） 

 

（振替手続） 

第53 条 （略） 

２ （略） 

３ 第１項の申請をする者は、当該申請におい

て、規則で定めるところにより、次に掲げ

る事項を示さなければならない。 

（１）～（６） 

（７）振替をする日（以下「振替日」という。）

４～９ （略） 

 

（信託の記載又は記録の同時申請） 

第54 条 前条第１項の振替の申請をする加入

（信託の記載又は記録の同時申請） 

第54 条 前条第１項の振替の申請をする加入
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者が信託の委託者であって、当該振替の申

請に基づく同条第５項第３号、同条第６項

第３号（同条第７項において準用する場合

を含む。）又は同条第８項第１号（同条第

９項において準用する場合を含む。）の記

載又は記録により同条第３項第１号の振替

株式についての権利が同項第４号の口座の

加入者である信託の受託者の信託財産に属

することとなる場合（第３項に規定する場

合を除く。）には、当該加入者は、当該振

替の申請において、次に掲げる事項を示し

て、その旨の申請（次条及び第57 条におい

て「信託の記載又は記録の申請」という。）

をしなければならない。 

（１）～（３） （略） 

２～４ （略） 

 

者が信託の委託者であって、当該振替の申

請に基づく同条第５項第３号、同条第６項

第３項（同条第７項において準用する場合

を含む。）又は同条第８項第１号（同条第

９項において準用する場合を含む。）の記

載又は記録により同条第３項第１号の振替

株式についての権利が同項第４号の口座の

加入者である信託の受託者の信託財産に属

することとなる場合（第３項に規定する場

合を除く。）には、当該加入者は、当該振

替の申請において、次に掲げる事項を示し

て、その旨の申請（次条及び第57 条におい

て「信託の記載又は記録の申請」という。）

をしなければならない。 

（１）～（３） （略） 

２～４ （略） 

 

（振替の制限日） 

第60 条 （略） 

２ 加入者は、振替制限日を振替日とする振替

の申請又は通知をすることができない。 

 

（振替の制限日） 

第60 条 （略） 

２ 加入者は、規則で定める場合を除き、振替

制限日を振替日とする振替の申請又は通知

をすることができない。 

 

（自己の振替株式を移転しようとする場合の

取扱い） 

第 81 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項の通知があった場合であって、当該通

知を受けた直接口座管理機関が同項の加入

者の直近上位機関でないときは、当該直接

口座管理機関は、直ちに、その直近下位機

関であって当該加入者の上位機関であるも

のに対し、同項の規定により通知を受けた

事項を通知しなければならない。 

５～10 （略） 

 

（自己の振替株式を移転しようとする場合の

取扱い） 

第 81 条 （略） 

２・３ （略） 

４ 前項の通知があった場合であって、当該通

知を受けた直接口座管理機関が同項の加入

者の直近上位機関でないときは、当該直接

口座管理機関は、直ちに、その直近下位機

関であって当該加入者の上位機関であるも

の対し、同項の規定により通知を受けた事

項を通知しなければならない。 

５～10 （略） 

 

（振替株式の併合に関する記載又は記録手 （振替株式の併合に関する記載又は記録手
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続） 

第87 条 （略） 

２～６ (略) 

７ 機構加入者は、株式併合効力発生日の前営

業日において、機構に対し、規則で定めると

ころにより、次の各号に掲げる数の通知（以

下この条において「新株式数申告」という。）

をしなければならない。 

（１）・（２） （略） 

（３）株式併合効力発生日において当該機構

加入者の信託財産名義通知信託口に減少の

記録をすべき株式併合銘柄である振替株式

の信託財産名義ごとの当該減少の記録をし

た後の数の合計数その他の規則で定める事

項 

８ 第６項及び前項第１号の顧客口に減少の

記載又は記録をすべき振替株式の当該減少

の記載又は記録をした後の数は、次に掲げ

る数の合計数とする。 

（１）当該口座管理機関の加入者についての

第５項各号に掲げる減少比率を乗じた数

（その数に一に満たない数があるときは、

これを切り捨てるものとする。） 

（２） (略) 

９～12 (略) 

 

続） 

第87 条 （略） 

２～６ （略） 

７ 機構加入者は、株式併合効力発生日の前営

業日において、機構に対し、規則で定めると

ころにより、次の各号に掲げる数の通知（以

下この条において「新株式数申告」という。）

をしなければならない。 

（１）・（２） （略） 

（３）株式併合効力発生日において当該機構

加入者の信託財産名義通知信託口に増加の

記録をすべき株式併合銘柄である振替株式

の信託財産名義ごとの当該減少の記録をし

た後の数の合計数その他の規則で定める事

項 

８ 第６項及び前項第１号の顧客口に減少の

記載又は記録をすべき振替株式の当該減少

の記載又は記録をした後の数は、次に掲げ

る数の合計数とする。 

（１）当該口座管理機関の加入者についての

第５項各号に掲げる数 

 

 

（２） (略) 

９～12 (略) 

 

（振替株式の分割に関する記載又は記録手

続） 

第89 条 (略) 

２～７ (略) 

８ 第６項及び前項第１号の顧客口に増加の

記載又は記録をすべき振替株式の当該増加

の記録をした後の数（株式分割効力発生日

が基準日の翌日でない場合には、当該増加

の記録をすべき数）は、次に掲げる数の合

計数とする。 

（１）当該口座管理機関の加入者についての

（振替株式の分割に関する記載又は記録手

続） 

第89 条 (略) 

２～７ (略) 

８ 第６項及び前項第１号の顧客口に増加の

記載又は記録をすべき振替株式の当該増加

の記録をした後の数（株式分割効力発生日

が基準日の翌日でない場合には、当該増加

の記録をすべき数）は、次に掲げる数の合

計数とする。 

（１）当該口座管理機関の加入者についての
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第５項第１号に掲げる増加比率を乗じた

数、同項第２号に掲げる増加比率をそれぞ

れ乗じた数、同項第３号に掲げる増加比率

をそれぞれ乗じた数及び同項第４号に掲げ

る増加比率をそれぞれ乗じた数（株式分割

効力発生日が基準日の翌日でない場合に

は、同項各号に掲げる数） 

（２） (略) 

９～12 (略) 

 

第５項第１号に掲げる増加比率を乗じた

数、同項第２号に掲げる増加比率をそれぞ

れ乗じた数及び同項第３号に掲げる増加比

率をそれぞれ乗じた数（株式分割効力発生

日が基準日の翌日でない場合には、同項各

号に掲げる数） 

 

（２） (略) 

９～12 (略) 

 

（委託先機構加入者による特別株主の管理） 

第117 条 (略)  

２ 委託先機構加入者は、前項の特別株主管理

簿に準ずる帳簿を適正かつ確実に保存しな

ければならない。ただし、作成後10 年を経

過したものについては、その記載若しくは

記録を消除し、又はその記載若しくは記録

に係る部分を廃棄することができる。 

 

（委託先機構加入者による特別株主の管理） 

第117 条 (略)  

２ 委託先機構加入者は、前項の特別株主管理

簿に順ずる帳簿を適正かつ確実に保存しな

ければならない。ただし、作成後10 年を経

過したものについては、その記載若しくは

記録を消除し、又はその記載若しくは記録

に係る部分を廃棄することができる。 

 

（登録株式質権者管理簿への記載又は記録） 

第128 条 （略） 

２ （略） 

３ 振替機関等は、株式の併合、株式の分割、

株式無償割当て、取得条項付株式若しくは

全部取得条項付種類株式の全部取得の対価

の交付、会社分割、合併、株式交換又は株

式移転において、第80 条第20 項若しくは

第21 項（第92 条第２項、第102 条第９項

及び第105条第７項において読み替えて準

用する場合を含む。）、第87 条第10 項若

しくは第11 項、第89 条第10 項若しくは第

11 項又は第94 条第10 項若しくは第11 項

の規定により登録株式質権者となるべき旨

の申出に係る振替株式についての記載又は

記録がされている口座において当該振替株

式についての増加若しくは減少の記載若し

くは記録又は抹消の記載若しくは記録がさ

（登録株式質権者管理簿への記載又は記録） 

第128 条 （略） 

２ （略） 

３ 振替機関等は、株式の併合、株式の分割、

株式無償割当て、取得条項付株式若しくは

全部取得条項付種類株式の全部取得の対価

の交付、会社分割、合併、株式交換又は株

式移転において、第80 条第20 項若しくは

第21 項（第92 条第２項及び第102 条第９

項において読み替えて準用する場合を含

む。）、第87 条第10 項若しくは第11 項、

第89 条第10 項若しくは第11 項又は第94 

条第10 項若しくは第11 項の規定により登

録株式質権者となるべき旨の申出に係る振

替株式についての記載又は記録がされてい

る口座において当該振替株式についての増

加若しくは減少の記載若しくは記録又は抹

消の記載若しくは記録がされた場合には、
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れた場合には、それに応じて、登録株式質

権者管理簿に記載又は記録がされている当

該振替株式に係る事項の変更の記載若しく

は記録又は抹消の記載若しくは記録をしな

ければならない。 

４ （略） 

 

それに応じて、登録株式質権者管理簿に記

載又は記録がされている当該振替株式に係

る事項の変更の記載若しくは記録又は抹消

の記載若しくは記録をしなければならな

い。 

４ （略） 

 

（信託財産名義管理簿への記載又は記録） 

第136 条 （略） 

２ 機構及び信託財産名義通知信託口の機構

加入者は、株式の併合、株式の分割、株式

無償割当て、取得条項付株式若しくは全部

取得条項付種類株式の全部取得、会社分割、

合併、株式交換又は株式移転において、第

80 条第20 項若しくは第21 項（第92 条第

２項、第102 条第９項及び第105条第７項に

おいて準用する場合を含む。）、第87 条第

10 項若しくは第11 項、第89 条第10 項若

しくは第11 項又は第94 条第10 項若しく

は第11 項の規定により信託財産名義に係

る振替株式についての記録がされている口

座において当該振替株式についての増加若

しくは減少の記録又は抹消の記録がされた

場合には、それに応じて、信託財産名義管

理簿に記載又は記録がされている当該振替

株式に係る事項の変更の記載若しくは記録

又は抹消の記載若しくは記録をしなければ

ならない。 

３～５ （略） 

 

（信託財産名義管理簿への記載又は記録） 

第136 条 （略） 

２ 機構及び信託財産名義通知信託口の機構

加入者は、株式の併合、株式の分割、株式

無償割当て、取得条項付株式若しくは全部

取得条項付種類株式の全部取得、会社分割、

合併、株式交換又は株式移転において、第

80 条第20 項若しくは第21 項（第92 条第

２項及び第102 条第９項において準用する

場合を含む。）、第87 条第10 項若しくは

第11 項、第89 条第10 項若しくは第11 項

又は第94 条第10 項若しくは第11 項の規

定により信託財産名義に係る振替株式につ

いての記録がされている口座において当該

振替株式についての増加若しくは減少の記

録又は抹消の記録がされた場合には、それ

に応じて、信託財産名義管理簿に記載又は

記録がされている当該振替株式に係る事項

の変更の記載若しくは記録又は抹消の記載

若しくは記録をしなければならない。 

 

３～５ （略） 

 

（機構における記録の抹消） 

第162 条 機構は、前条の規定により加入者か

ら担保株式の届出の記録の解除の届出を受

けた場合には、当該届出に係る担保株式の

届出の記録を抹消する。 

 

（機構における記録の抹消） 

第162 条 機構は、前条の規定により加入者か

ら担保株式の記録の解除の届出を受けた場

合には、当該届出に係る担保株式の届出の

記録を抹消する。 

 

（配当金支払予定額の通知） （配当金支払予定額の通知） 
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第 170 条 振替株式の発行者は、株主ごとの

配当金支払予定額の確定後、配当金支払開

始日前の規則で定める日までに、規則で定

めるところにより、機構に対し、株式数比

例配分方式を利用して配当金を受領する

株主に係る次に掲げる事項を通知しなけ

ればならない。 

（１）～（３） （略） 

（４）前号の株主ごとの源泉徴収税額控除

前の配当金支払予定額 

（５） （略） 

２～６ （略） 

 

第 170 条 振替株式の発行者は、株主ごとの

配当金支払予定額の確定後、配当金支払

開始日前の規則で定める日までに、規則

で定めるところにより、機構に対し、株

式数比例配分方式を利用して配当金を受

領する株主に係る次に掲げる事項を通知

しなければならない。 

（１）～（３） （略） 

（４）前号の株主ごとの源泉徴収税額控除

後の配当金支払予定額 

（５） （略） 

２～６ （略） 

 

（発行時ＤＶＰ方式） 

第181 条 (略) 

２ 前項に規定する場合には、同項の引受証券

会社（以下この章において「発行時ＤＶＰ引

受証券会社」という。）は、当該募集新株予

約権付社債の募集に係る申込期間において、

機構に対し、規則で定めるところにより、当

該募集新株予約権付社債の銘柄、決済条件

（当該引受証券会社に係る払込金額、発行代

理人、当該引受証券会社の資金決済会社その

他の払込みに関する事項をいう。以下同じ。）

及びその他の規則で定める事項（以下この章

において「新規記録情報」という。）を通知

しなければならない。 

３～18 (略) 

 

（発行時ＤＶＰ方式） 

第181 条 (略) 

２ 前項に規定する場合には、同項の引受証券

会社（以下「発行時ＤＶＰ引受証券会社」と

いう。）は、当該募集新株予約権付社債の募

集に係る申込期間において、機構に対し、規

則で定めるところにより、当該募集新株予約

権付社債の銘柄、決済条件（当該引受証券会

社に係る払込金額、発行代理人、当該引受証

券会社の資金決済会社その他の払込みに関

する事項をいう。以下同じ。）及びその他の

規則で定める事項（以下「新規記録情報」と

いう。）を通知しなければならない。 

 

３～18 (略) 

（間接口座管理機関における振替口座簿に記

録をすべき数等についての照合） 

第236 条 (略) 

 

（間接口座管理機関における振替口座簿に記

録をすべき数等についての照合 

第236 条 (略) 

 

（機構における記録の抹消） 

第251 条 機構は、前条の規定により加入者か

ら担保新株予約権付社債の届出の記録の解

除の届出を受けた場合には、当該届出に係る

（機構における記録の抹消） 

第251 条 機構は、前条の規定により加入者か

ら担保新株予約権付社債の記録の解除の届

出を受けた場合には、当該届出に係る担保新
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担保新株予約権付社債の届出の記録を抹消

する。 

 

株予約権付社債の届出の記録を抹消する。 

 

第３節 振替新株予約権の行使期間満了に伴

う抹消手続 

第３節 新株予約権の行使期間満了に伴う抹

消手続 

 

（振替新株予約権の行使期間満了に伴う抹消

手続） 

第264 条 （略） 

 

（新株予約権の行使期間満了に伴う抹消手

続） 

第264 条 （略） 

 

（新株予約権行使により交付される振替株式

の記録） 

第268 条 （略） 

２～９ (略) 

10 振替機関等（第１項（同項第９号に掲げる

事項の通知があったものに限る。）、第４項

及び第６項（第７項において準用する場合を

含む。）に掲げる通知を受けた者に限る。）

は、第１項第５号の新規記録をすべき日にお

いて、規則で定めるところにより、同項第９

号の自己株式充当元口座（当該振替機関等が

自己株式充当元口座を開設した者でないと

きは、第４項又は第６項（第７項において準

用する場合を含む。）の規定により通知をし

た直近下位機関の顧客口）において、第１項

第２号の銘柄である振替株式の同項第９号

の数についての減少の記載又は記録をしな

ければならない。 

11 (略) 

 

（新株予約権行使により交付される振替株式

の記録） 

第268 条 （略） 

２～９ (略) 

10 振替機関等（第１項（同項第９号に掲げる

事項の通知があったものに限る。）、第４項

及び第６項（第７項において準用する場合を

含む。）に掲げる通知を受けた者に限る。）

は、第１項第５号の新規記録をすべき日にお

いて、規則で定めるところにより、同項第９

号の自己株式充当元口座（当該振替機関等が

自己株式充当元口座を開設した者でないと

きは、第４項又は第６項（第７項において準

用する場合を含む。）の規定により通知をし

た直近下位機関の顧客口）において、第１項

第１号の銘柄である振替株式の同項第９号

の数についての減少の記載又は記録をしな

ければならない。 

11 (略) 

 

（振替投資口に係る振替株式に係る規定の準

用） 

第271 条 (略) 

２ 第３章の規定を振替投資口について準用

する場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表右欄に掲げる字句に読み替えるものと

（振替投資口に係る振替株式に係る規定の準

用） 

第271 条 (略) 

２ 第３章の規定を振替投資口について準用

する場合において、次の表の左欄に掲げる

規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表右欄に掲げる字句に読み替えるものと
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するほか、必要な技術的読替えは、規則で

定める。 

(略) (略) (略) 

第 47 条 登録株式質

権者（会社

法第 152 条

第１項の登

録株式質権

者をいう。

以下同じ。）

又は特例登

録株式質権

者（会社法

第 218 条第

５項の規定

による請求

により同法

第 148 条各

号に掲げる

事項が株主

名簿に記載

され、又は

記録された

者をいう。

以下同じ。） 

登録投資口

質権者（投

資信託及び

投資法人に

関する法律

第 77条の３

第４項に規

定する登録

投資口質権

者（法第 229

条の規定に

より投資主

名簿（投資

信託及び投

資法人に関

する法律第

77 条の３第

１項に規定

する投資主

名 簿 を い

う。以下同

じ。）に記載

又は記録が

された質権

者 を 除

く。））又は

特例登録投

資口質権者

（法第 229

条の規定に

より投資主

名簿に記載

又は記録が

された質権

するほか、必要な技術的読替えは、規則で

定める。 

(略) (略) (略) 

第 47 条 登録株式質

権者（会社

法第 152 条

第１項の登

録株式質権

者をいう。

以下同じ。）

又は特例登

録株式質権

者（会社法

第 218 条第

５項の規定

による請求

により同法

第 148 条各

号に掲げる

事項が株主

名簿に記載

され、又は

記録された

者をいう。

以下同じ。） 

登録投資主

質権者（投

資信託及び

投資法人に

関する法律

第77条の３

第４項に規

定する登録

投資口質権

者（法第 229

条の規定に

より投資主

名簿（投資

信託及び投

資法人に関

する法律第

77 条の３第

１項に規定

する投資主

名 簿 を い

う。以下同

じ。）に記載

又は記録が

された質権

者を除く。）

又は特例登

録投資口質

権者（法第

229 条の規

定により投

資主名簿に

記載又は記

録がされた

質権者をい
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者をいう。

以下同じ。）

(略) (略) (略) 

第50条 株券喪失登

録（会社法

第223条に

規定する株

券喪失登録

をいう。以

下同じ。）

がされた株

券 

法第228条

第１項にお

いて読み替

えて準用す

る第131条

第１項第１

号の一定の

日において

公示催告手

続（非訟事

件手続法

（明治31 

年法律第14 

号）第142条

に規定する

公示催告手

続をいう。）

が行われて

いる投資証

券 

(略) (略) (略) 

第144条第

４号 

経過したと

き（発行者

が会社法第

454条第５

項に規定す

る中間配当

に係る基準

日を定めた

ときを除

く。） 

経過したと

き 

(略) (略) (略) 
 

う。以下同

じ。） 

(略) (略) (略) 

第50条 株券喪失登

録（会社法

第223条に

規定する株

券喪失登録

をいう。以

下同じ。）

がされた株

券 

法第228条

第１項にお

いて読み替

えて準用す

る第131第

１項第１項

第１号の一

定の日にお

いて公示催

告手続（非

訟事件手続

法（明治31 

年法律第14 

号）第142条

に規定する

公示催告手

続をいう。）

が行われて

いる投資証

券 

(略) (略) (略) 

第144条第

１項第４号

経過したと

き（発行者

が会社法第

454条第５

項に規定す

る中間配当

に係る基準

日を定めた

ときを除

く。） 

経過したと

き 

(略) (略) (略) 
 

 

（振替優先出資に係る振替株式に係る規定の

 

（振替優先出資に係る振替株式に係る規定の
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準用） 

第272 条 (略) 

２ 第３章の規定を振替優先出資について準

用する場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、規則

で定める。 

(略) (略) (略) 

第 46 条第

２項 

成立後同意

（法第130 

条第１項に

規定する成

立後同意 

をいう。以

下同じ。）

に係る法第

131 条第１

項第２号 

発行後同意

（法第 235

条において

読み替えて

準用する第

130 条第１

項に規定す

る発行後同

意をいう。

以下同じ。）

に係る法第

235 条にお

いて読み替

えて準用す

る第 131 条

第１項第２

号 

(略) (略) (略) 
 

準用） 

第272 条 (略) 

２ 第３章の規定を振替優先出資について準

用する場合において、次の表の左欄に掲げ

る規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、規則

で定める。 

(略) (略) (略) 

第 46 条第

２項 

成立後同意

（法第130 

条第１項に

規定する成

立後同意 

をいう。以下

同じ。）に係

る法第 131 

条第１項第

２号 

発行後同意

（法第 282

条において

読み替えて

準用する第

130 条第１

項に規定す

る発行後同

意をいう。以

下同じ。）に

係 る 法 第

282 条にお

いて読み替

えて準用す

る第 131 条

第１項第２

号 

(略) (略) (略) 
 

 

（準用規定） 

第276 条 第51 条の規定（第１項第５号から

第11 号まで、第４項、第６項及び第８項の

規定を除く。）は、振替投資信託受益権の

新規記録手続について準用する。この場合

において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄

に掲げる字句に読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、規則で定める。

 

（準用規定） 

第276 条 第51 条の規定（第１項第５号から

第11 号まで、第４項、第６項及び第８項の

規定を除く。）は、振替投資信託受益権の

新規記録手続について準用する。この場合

において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表右欄

に掲げる字句に読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、規則で定める。
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(略) (略) (略) 

第51条第２

項 

同項第２号

の加入者の

直近上位機

関でないと

きは、その

直近下位機

関であって

同項第２号

の加入者の

上位機関で

あるものに

対し、規則

で定めると

こ ろ に よ

り、同項各

号（第９号

を除く。）に

掲げる事項

を 通 知 す

る。 

 

次の各号に

掲げる場合

に応じて、

当該各号に

定める措置

を執る。 

（１）機構

が前項第

３号の加

入者の口

座を開設

するもの

である場

合 当該

口座の保

有欄にお

ける前項

第２号の

加入者に

係る同項

第４号の

数の増加

の記載又

は記録 

（２）機構

が前項第

３号の加

入者の口

座を開設

するもの

でない場

合 その

直近下位

機関であ

って同項

 

(略) (略) (略) 

第 51 条第

２項 

前項第２号

の加入者の

直近上位機

関でないと

きは、その

直近下位機

関であって

同項第２号

の加入者の

上位機関で

あるものに

対し、規則

で定めると

こ ろ に よ

り、同項各

号（第９号

を除く。）に

掲げる事項

を 通 知 す

る。 

 

次の各号に

掲げる場合

に応じて、

当該各号に

定める措置

を執る。 

（１）機構

が前項第

３号の加

入者の口

座を開設

するもの

である場

合 当該

口座の保

有欄にお

ける前項

第２号の

加入者に

係る同項

第４号の

数の増加

の記載又

は記録 

（２）機構

が前項第

３号の加

入者の口

座を開設

するもの

でない場

合 その

直近下位

機関であ

って同項



 13

第２号の

加入者の

上位機関

であるも

のの顧客

口におけ

る当該加

入者に係

る同項第

４号の数

の増加の

記載又は

記録及び

当該直近

下位機関

に対する

同項第１

号から第

４号まで

に掲げる

事項が明

らかにな

るものと

して規則

で定める

事項の通

知 

(略) (略) (略) 
 

第２号の

加入者の

上位機関

であるも

のの顧客

口におけ

る当該加

入者に係

る同項第

４号の数

の増加の

記載又は

記録及び

当該直近

機関に対

する同項

第１号か

ら第４号

までに掲

げる事項

が明らか

になるも

のとして

規則で定

める事項

の通知 

 

(略) (略) (略) 
 

 

第８章 振替投資信託受益権の振替等に関す

る取扱い 

(略) 

第７節の２ 分配金に関する取扱い 

第283 条の２ 第３章第21 節の規定は、振替

投資信託受益権の分配金に関する取扱いに

ついて準用する。この場合において、同節

の規定中「配当金」とあるのは「分配金」

 

第８章 振替投資信託受益権の振替等に関す

る取扱い 

(略) 

（新設） 
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と読み替えるものとするほか、必要な技術

的読替えは、規則で定める。 

 

 

２ 附 則 

この改正規定は、平成 21 年 11 月 19 日から施行する。ただし、第 170 条第１項の改

正規定は、平成 21 年 11 月１日から施行し、平成 22 年１月１日以降に配当金支払開始

日が到来するものについて適用する。 

以 上 



 
 

1

株式等の振替に関する業務規程施行規則の一部改正について 

 

１ 株式等の振替に関する業務規程施行規則（平成 20 年 8 月 15 日通知）（下線部分変更） 

新 旧 

（新規記録の種類） 

第46 条 この目において「新規記録の種類」と

は、次に掲げるものに該当する場合に、その

旨をいう。 

（１）～（７） （略） 

（８）発行者が振替株式でない取得請求権付株

式の取得請求をした株主に対して振替株式

を発行しようとするとき 

（９）～（11） （略） 

 

（新規記録の種類） 

第46 条 この目において「新規記録の種類」と

は、次に掲げるものに該当する場合に、その

旨をいう。 

（１）～（７） （略） 

（８）発行者が振替株式でない取得請求付株式

の取得請求をした株主に対して振替株式を

発行しようとするとき 

（９）～（11） （略） 

 

（振替を制限する日の取扱い） 

第75 条 規程第60 条第１項に規定する特定の

銘柄の振替株式の振替制限日として機構が

定める日は、次に掲げる日とする。 

（削る） 

 

（１）当該銘柄についての新株式数申告が新設

合併又は株式移転に係るものである場合（新

設合併又は株式移転における割当比率が一

であって新株式数申告をすることを要しな

い場合を含む。）には、機構加入者が当該新

株式数申告をする日の翌日から新設合併効

力発生日又は株式移転効力発生日までの各

日（新設合併消滅会社又は株式移転完全子会

社の振替株式に限る。） 

（２）取扱開始日から記録開始日の前日までの

各日 

（３）その他振替をしないことが必要と機構が

認める日 

 

（削る） 

 

（振替を制限する日の取扱い） 

第75 条 規程第60 条第１項に規定する特定の

銘柄の振替株式の振替制限日として機構が

定める日は、次に掲げる日とする。 

（１）機構加入者が当該銘柄について新株式数

申告をする日 

（２）前号の新株式数申告が新設合併又は株式

移転に係るものである場合（新設合併又は株

式移転における割当比率が一であって新株

式数申告をすることを要しない場合を含

む。）には、前号に掲げる日の翌日から新設

合併効力発生日又は株式移転効力発生日ま

での各日（新設合併消滅会社又は株式移転完

全子会社の振替株式に限る。） 

 

（３）取扱開始日から記録開始日の前日までの

各日 

（４）その他振替をしないことが必要と機構が

認める日 

 

２ 規程第 60 条第２項に規定する規則で定め

る場合は、振替をすることがやむを得ないも

のとして機構があらかじめ認める事由に係



 
 

2

る振替制限日（前項第２号及び第３号の日を

除く。）の正午までの振替の申請又は通知の

場合とする。 

 

（取次停止期間） 

第97 条 規程第74 条に規定する売渡請求の取

次ぎをしない日は、次に掲げる日とする。 

（１） （略） 

（２）発行者が売渡請求の受付停止期間を設け

た場合には、当該受付停止期間の各日 

 

 

（３） （略） 

 

（取次停止期間） 

第97 条 規程第74 条に規定する売渡請求の取

次ぎをしない日は、次に掲げる日とする。 

（１） （略） 

（２）発行者が売渡請求の受付停止期間を設け

た場合には、原則として、当該受付停止期間

の始期の前営業日から終期の２営業日前の

日までの各日 

（３） （略） 

 

（新設分割について準用する規程の規定の読

替え） 

第164 条 規程第105 条第7 項において新設分

割について同第80 条第５項から第22 項ま

での規定を準用する場合における当該規定

に係る技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。 

 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

第80条第20

項第１号イ 

取得対象銘

柄である振

替株式の全

部について

の記載又は

記録の抹消 

 

第 21 項第１

号ロ、同号

ハ、同項第

３号ロ、同

項第４号ロ

及び同号ハ

に掲げる数

の合計数の

新設分割設

立会社銘柄

である振替

株式につい

ての減少の

（新設分割について準用する規程の規定の読

替え） 

第164 条 規程第105 条第7 項において新設分

割について同第80 条第５項から第22 項ま

での規定を準用する場合における当該規定

に係る技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。 

 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

第80条第20

項第１号イ 

取得対象銘

柄である振

替株式の全

部について

の記載又は

記録の抹消 

 

第 21項第１

号ロ、同号

ハ、同項第

３号ロ、同

項第４号ロ

及び同号ハ

に掲げる数

の合計数の

新設分割設

立会社銘柄

である振替

株式につい

ての減少の
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記載又は記

録（加入者

の口座が第

105 条第１

項第４号の

新設分割会

社 の 口 座

（以下この

条及び次条

に お い て

「新設分割

会社口座」

という。）で

ある場合に

限る。）及び

新設分割会

社銘柄であ

る振替株式

の全部につ

いての記載

又は記録の

抹消 (人的

分割類似行

為により新

設分割会社

銘柄である

振替株式の

全部の取得

が行われる

場 合 に 限

る。) 

 

（略） （略） （略） 

２～５ （略） 

 

記載又は記

録（加入者

の口座が第

105 条第１

項第４号の

新設分割会

社 の 口 座

（以下この

条及び次条

に お い て

「新設吸収

分割会社口

座 」 と い

う。）である

場 合 に 限

る。）及び新

設分割会社

銘柄である

振替株式の

全部につい

ての記載又

は記録の抹

消 (人的分

割類似行為

により新設

分割会社銘

柄である振

替株式の全

部の取得が

行われる場

合に限る。)

 

（略） （略） （略） 

２～５ （略） 

 

（ＤＶＰ振替請求に基づく振替等） 

第255 条 機構は、ほふりクリアリングからＤ

（ＤＶＰ振替請求に基づく振替等） 

第255 条 機構は、ほふりクリアリングからＤ
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ＶＰ振替請求を受けた場合には、次に掲げる

処理をする。 

（１）別表４に定める「先日付ＤＶＰ振替請求」

及び「当日ＤＶＰ振替請求」（振替日の午前

９時前に機構が受けたものに限る。）につい

ては振替日の業務開始時に、「当日ＤＶＰ振

替請求」（振替日の午前９時以後に機構が受

けたものに限る。）については直ちに、渡方

ＤＶＰ参加者の機構加入者口座及びＤＶＰ

口座に減少の記録及び増加の記録をする。 

（２） （略） 

２ （略） 

 

ＶＰ振替請求を受けた場合には、次に掲げる

処理をする。 

（１）別表４に定める「先日付ＤＶＰ振替請求」

及び「当日ＤＶＰ振替請求」（振替日の午前

９時前に機構が受けたものに限る。）につい

ては振替日の業務開始時に、「当日ＤＶＰ振

替請求」（振替日の午前９時以後に機構が受

けたものに限る。）については直ちに、渡方

ＤＶＰ参加者の機構加入者口座及びほふり

クリアリングの機構加入者口座及びＤＶＰ

口座に減少の記録及び増加の記録をする。 

（２） （略） 

２ （略） 

 

（保留残高） 

第260 条 機構加入者は、機構に対し、その機

構加入者口座（信託口、質権口及び質権信託

口を除く。）に記録されている又は第４項に

規定する処理が行われた後に記録される振替

新株予約権付社債（区分管理指定証券及び保

有口に記録されているもののうち信託の記録

がされているものを除く。）について、振替

請求に基づき減少の記録をする対象としない

振替新株予約権付社債の総数（以下この節に

おいて「保留残高」という。）の設定（保留

残高の変更を含む。以下この条において同

じ。）の申請（以下この節において「保留残

高設定申請」という。）又は当該設定の解除

の申請（以下この節において「保留残高設定

解除申請」という。）をすることができる。

２ 保留残高設定申請は、保留残高の設定をし

ようとする日（以下この節において「保留設

定日」という。）の前営業日又は当日にしな

ければならない。 

３～９ （略） 

 

（保留残高） 

第260 条 機構加入者は、機構に対し、その機

構加入者口座（信託口、質権口及び質権信託

口を除く。）に記録されている又は第４項に

規定する処理が行われた後に記録される振替

新株予約権付社債（区分管理指定証券及び保

有口に記録されているもののうち信託の記録

がされているものを除く。）について、振替

請求に基づき減少の記録をする対象としない

振替新株予約権付社債の総数（以下この節に

おいて「保留残高」という。）の設定（保留

残高の変更を含む。以下この条において同

じ。）の申請（以下この節において「保留残

高指定申請」という。）又は当該設定の解除

の申請（以下この節において「保留残高指定

解除申請」という。）をすることができる。

２ 保留残高指定申請は、保留残高の設定をし

ようとする日（以下この節において「保留設

定日」という。）の前営業日又は当日にしな

ければならない。 

３～９ （略） 

（保留残高に係るＤＶＰ参加者の特例） （保留残高に係るＤＶＰ参加者の特例） 
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第261 条 機構は、ＤＶＰ参加者から保留残高

設定申請を受けた場合には、前条第４項に規

定する保留残高に係る処理を行うときに、ほ

ふりクリアリングの業務方法書の定めるとこ

ろにより、併せて、ＤＶＰ口座における口座

残高（当該ＤＶＰ参加者の保留残高設定申請

に係る分としてほふりクリアリングが定める

残高の範囲に限る。）について、当該申請に

係る保留残高と同数の保留残高に係る処理を

行う。 

２ 前項に規定する場合において、機構加入者

の一の機構加入者口座における実保留残高に

ついては、ＤＶＰ口座における当該口座分の

口座残高に係る実保留残高及び当該ＤＶＰ参

加者の当該口座における実保留残高は合算し

てそれぞれの実保留残高として取り扱い、Ｄ

ＶＰ口座における当該口座分の口座残高及び

当該ＤＶＰ参加者の当該口座の間における一

方から他方への振替については実保留残高を

振替に係る口座残高の対象として当該振替請

求に基づき振り替えるべき口座残高として取

り扱う。 

３～５ （略） 

 

第261 条 機構は、ＤＶＰ参加者から保留残高

指定申請を受けた場合には、前条第４項に規

定する保留残高に係る処理を行うときに、ほ

ふりクリアリングの業務方法書の定めるとこ

ろにより、併せて、ＤＶＰ口座における口座

残高（当該ＤＶＰ参加者の保留残高指定申請

に係る分としてほふりクリアリングが定める

残高の範囲に限る。）について、当該申請に

係る保留残高と同数の保留残高に係る処理を

行う。 

２ 前項に規定する場合において、機構加入者

の一の機構加入者口座における実保留残高は

ついて、ＤＶＰ口座における当該口座分の口

座残高に係る実保留残高及び当該ＤＶＰ参加

者の当該口座における実保留残高は合算して

それぞれの実保留残高として取り扱い、ＤＶ

Ｐ口座における当該口座分の口座残高及び当

該ＤＶＰ参加者の当該口座の間における一方

から他方への振替については実保留残高を振

替に係る口座残高の対象として当該振替請求

に基づき振り替えるべき口座残高として取り

扱う。 

３～５ （略） 

 

（調整新株予約権付社債数の記載又は記録） 

第297 条 規程第220 条第１項の通知は、同項

の振替新株予約権付社債についての記載又は

記録の全部の抹消に係る総新株予約権付社債

権者通知を行う日にするものとする。 

 

（調整新株予約権付社債数の記載又は記録） 

第297 条 規程第220 条の第１項の通知は、同

項の振替新株予約権付社債についての記載又

は記録の全部の抹消に係る総新株予約権付社

債権者通知を行う日にするものとする。 
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（振替新株予約権について準用する規程の規

定の読替え） 

第339 条 規程第262 条において振替新株予約

権について同第３章第２節第１款、同節第２

款第２目（同第54 条を除く。）、同章第６

節第１款、同章第８節及び同章第15 節の規

定を準用する場合における当該規定に係る

技術的読替えは、次の表のとおりとする。 

 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる語句 

読み替える

語句 

（略） （略） （略） 

第 141 条第

１項第２号 

消却された

振替株式の

数及び発行

者が法 159

条第１項の

規定により

同項の通知

をすること

ができない

振替株式の

数を除く。 

消却され、

又は行使さ

れた振替新

株予約権の

数を除く。

（略） （略） （略） 
 

（振替新株予約権について準用する規程の規

定の読替え） 

第339 条 規程第262 条において振替新株予約

権について同第３章第２節第１款、同節第２

款第２目（同第54 条を除く。）、同章第６

節第１款、同章第８節及び同章第15 節の規

定を準用する場合における当該規定に係る

技術的読替えは、次の表のとおりとする。 

 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる語句 

読み替える

語句 

（略） （略） （略） 

第 141 条第

１項第２号 

消却された

振替株式の

数及び発行

者が法 159

条第１項の

規程により

同項の通知

をすること

ができない

振替株式の

数を除く。 

消却され、

又は行使さ

れた振替新

株予約権の

数を除く。 

（略） （略） （略） 
 

 

（準用規定） 

第340 条 （略） 

２ 第２章の規定を準用する場合において、次

の表の左欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

表（略） 

  

 

（準用規定） 

第340（略） 

２ 第２章の規定を準用する場合において、次

の表の左欄に掲げる規程中同表中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

表（略） 

  

（振替新株予約権について準用する規程の規

定の読替え） 

第341条 規程第263条において振替新株予約

権について同第４章第１節、同章第４節、第

（振替新株予約権について準用する規程の規

定の読替え） 

第341条 規程第263条において振替新株予約

権について同第４章第１節、同章第４節、第
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５節第２款、第 10 節（同第 218 条第２項を

除く。）、第12節（同第225条第２項を除く。）、

第 13 節、第 14 節、第 16 節、第 17 節、第

19節及び第 20節の規定を準用する場合にお

ける当該規定に係る技術的読替えは、次の表

のとおりとする。 

  

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

第 173 条第

２項第２号 

（略） （略） 

 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 183 条第

１項及び第

２項 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 186 条第

３項 

（略） （略） 

 （略） （略） 

 第 175 条 第 263 条に

おいて読み

替えて準用

する第 175

条 

（略） （略） （略） 

第 218 条第

16 項第３号 

（略） （略） 

 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

５節第２款、第 10 節（同第 218 条第２項を

除く。）、第12節（同第225条第２項を除く。）、

第 13 節、第 14 節、第 16 節、第 17 節、第

19節及び第 20節の規定を準用する場合にお

ける当該規定に係る技術的読替えは、次の表

のとおりとする。 

  

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

第 173 条第

２項 

（略） （略） 

 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 183 条第

１項及び第

２項並びに

第 186 条第

４項 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 186 条第

３項 

（略） （略） 

 （略） （略） 

 第 174 条 第 263 条に

おいて読み

替えて準用

する第 174

条 

（略） （略） （略） 

第 218 条第

16 項 

（略） （略） 

 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（準用規定） 

第342条 （略） 

２ 第３章の規定を準用する場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄に掲

（準用規定） 

第342条 （略） 

２ 第３章の規定を準用する場合において、

次の表の左欄に掲げる規程中同表中欄に掲
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げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 

第263条第

１項 

（１）機構

加入者が当

該銘柄につ

いて新株予

約権付社債

数申告をす

る日 

（２）前号

の新株予約

権付社債数

申告が新設

合併又は株

式移転に係

るものであ

る場合に

は、前号に

掲げる日の

翌日から新

設合併効力

発生日又は

株式移転効

力発生日ま

での各日

（新設合併

消滅会社又

は株式移転

完全子会社

の振替新株

予約権付社

債に限る。） 

（３）元利

払期日の前

営業日 

（４）満期

償還日 

（１）当該

銘柄につい

ての新株予

約権数申告

が新設合併

又は株式移

転に係るも

のである場

合には、機

構加入者が

当該新株予

約権数申告

をする日の

翌日から新

設合併効力

発生日又は

株式移転効

力発生日ま

での各日

（新設合併

消滅会社又

は株式移転

完全子会社

の振替新株

予約権に限

る。） 

（２）その

他振替をし

ないことが

必要と機構

で認める日

げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 

第263条第

１項 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）元利

払期日の前

営業日 

（４）満期

償還日 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その

他振替を

しないこ

とが必要

と機構で

認める日 
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（５）繰上

償還日（プ

ットオプシ

ョンが付さ

れている銘

柄を有する

加入者がプ

ットオプシ

ョンを行使

していない

場合を除

く。） 

（６）その

他振替をし

ないことが

必要と機構

が認める日 

 

第263条第

２項 

前項第１号

から第４号

までの日を

除く。 

前項第１号

の日を除

く。 

 

  

（５）繰上

償還日（プ

ットオプシ

ョンが付さ

れている銘

柄を有する

加入者がプ

ットオプシ

ョンを行使

していない

場合を除

く。） 

（６）その

他振替をし

ないことが

必要と機構

で認める日 

 

第263条第

２項 

前項第２号

から第５号

までの日を

除く。 

前項第２

号の日を

除く。 

 

（新株予約権無償割当てについて準用する規

定の読替え等） 

第350条 規程第269条第２項において新株予

約権無償割当てについて同第 80 条第２項か

ら第 22 項まで、第 81 条、第 82 条及び第 83

条の規定を準用する場合における当該規定

に係る技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 第80条第15

項第４号 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（新株予約権無償割当てについて準用する規

定の読替え等） 

第350条 規程第269条第２項において新株予

約権無償割当てについて同第 80 条第２項か

ら第 22 項まで、第 81 条、第 82 条及び第 83

条の規定を準用する場合における当該規定

に係る技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 第 80 条第 15

項 （略） （略） 

（略） （略） （略） 
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２・３ （略） 

 

２・３ （略） 

 

（振替株式についての規定の準用） 

第351条 規程第271条第１項において振替投

資口について同第３章の規定を準用する場

合における当該規定に係る技術的読替えは、

次の表のとおりとする。 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） （略） （略） 

第 49条第６

項 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 57条第４

項 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 91 条、第

94 条 第 １

項、第 98条、

第 99条第１

項、第 128

条第２項及

び第 172 条 

（略） （略） 

第 97条第１

項及び第 98

条 

（略） （略） 

第 101 条、

第 113 条第

３項、第 128

条第４項、

第 136 条第

３項及び第

144 条第３

号 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

（振替株式についての規定の準用） 

第351条 規程第271条第１項において振替投

資口について同第３章の規定を準用する場

合における当該規定に係る技術的読替えは、

次の表のとおりとする。 

読み替える

規程の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

（略） （略） （略） 

第 49 条第６

項及び第 57

条第３項 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 57 条第３

項 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 91 条、第

94 条第１項、

第 98 条、第

99 条、第 128

条第２項及

び第 172 条 

 

（略） （略） 

第 97 条及び

第 98 条 

 

（略） （略） 

第 101 条、第

113 条第３

項、第 128 条

第４項、第

136 条第３項

及び第144条

第１項 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
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２ 附 則 

この改正規定は、平成 21 年 11 月 19 日から施行する。ただし、別表３中の２（１）

②に関する改正規定は、平成 21 年 11 月１日から施行する。 

以 上 

第 117 条第

１項 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 128 条第

２項及び第

172 条第１

号 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 143 条第

２項 

（略） （略） 

第 154 条第

８項第２号 

（略） （略） 

第 156 条第

２項第２号 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 172 条第

３号 

（略） （略） 

２ （略） 

第 117 条 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第128条第２

項及び第 172

条 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 143 条 

 

（略） （略） 

第154条第８

項 

（略） （略） 

第 156 条 

 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

第 172 条 

 

（略） （略） 

２ （略） 

  

別表１ 

（別紙（新）参照） 

 

別表２ 

（別紙（新）参照） 

 

別表３ 

（別紙（新）参照） 

 

別表１ 

（別紙（旧）参照） 

 

別表２ 

（別紙（旧）参照） 

 

別表３  

（別紙（旧）参照） 
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別表１ 

 

１．株式の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（20）金融商品取引所への上場廃止又は日本証券業協会による指定の取消しの原

因となる事実が発生した場合（（９）から（11）まで、（13）及び（14）に掲げ

る場合によるものを除く。） 

振替株式を発行する会社 上場廃止又は指定の取消

しの原因となる事実が発

生したとき速やかに 

（略） （略） （略） 

 

２．新株予約権付社債の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （８）吸収分割契約の内容を決定した場合（交付する吸収分割承継会社の新株予

約権付社債が振替新株予約権付社債である場合又は吸収分割に際して吸収分

割会社が吸収分割承継会社から取得した振替新株予約権付社債を分割会社株

主に全部取得条項付種類株式の対価として交付する場合に限る。） 

吸収分割会社である会社（吸収分

割に際して吸収分割会社が吸収分

割承継会社から取得した振替新株

予約権付社債を分割会社株主に全

部取得条項付種類株式の対価とし

て交付する場合に限る。） 

取締役会決議後速やかに 

（９）新設分割計画の内容を決定した場合（交付する新設分割設立会社の新株予

約権付社債が振替新株予約権付社債である場合又は新設分割に際して新設分

割会社が新設分割設立会社から取得した振替新株予約権付社債を新設分割会

社株主に全部取得条項付種類株式の対価として交付する場合に限る。） 

（略） （略） 

新
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通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（13）新株予約権付社債の無償割当てを決定した場合 新株予約権付社債の無償割当てを

する会社 

取締役会決議後速やかに 

（14）社債権者集会の招集をする場合 社債権者集会の招集対象となる新

株予約権付社債を発行する会社 

会社が社債権者集会の招

集を決定する場合は、決定

後速やかに、社債管理者又

は社債権者が社債権者集

会の招集をする場合は、会

社が社債権者集会の招集

を知った後速やかに 

（略） （略） （略） 

（22）金融商品取引所への上場廃止又は日本証券業協会における指定の取消しの

原因となる事実が発生した場合（総額買取型新株予約権付社債を除く。） 

振替新株予約権付社債を発行する

会社 

上場廃止又は指定の取消

しとなった日以降速やか

に 

（略） （略） （略） 

 

３．新株予約権の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （７）吸収合併契約の内容を決定した場合（合併の対価として振替新株予約権の

発行を決定した場合） 

 

（略） （略） 

（８）新設合併契約の内容を決定した場合（合併の対価として振替新株予約権の

発行を決定した場合） 

（略） （略） 
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通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （９）吸収分割契約の内容を決定した場合（交付する吸収分割承継会社の新株予

約権が振替新株予約権である場合又は吸収分割に際して吸収分割会社が吸収

分割承継会社から取得した振替新株予約権を分割会社株主に全部取得条項付

種類株式の対価として交付する場合に限る。） 

 

吸収分割会社である会社（吸収分

割に際して吸収分割会社が吸収分

割承継会社から取得した振替新株

予約権を分割会社株主に全部取得

条項付種類株式の対価として交付

する場合に限る。） 

取締役会決議後速やかに 

（10）新設分割計画の内容を決定した場合（交付する新設分割設立会社の新株予

約権が振替新株予約権である場合又は新設分割に際して新設分割会社が新設

分割設立会社から取得した振替新株予約権を新設分割会社株主に全部取得条

項付種類株式の対価として交付する場合に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） （11）株式交換契約の内容を決定した場合（株式交換の対価として振替新株予約

権の発行を決定した場合に限る。） 

 

（略） （略） 

（12）株式移転計画の内容を決定した場合（株式移転の対価として振替新株予約

権の発行を決定した場合に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

４～６ （略） 

以 上 
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別表１ 

 

１．株式の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（20）金融商品取引所への上場廃止又は日本証券業協会による指定の取消しの原

因となる事実が発生した場合（（９）から（11）まで、（13）及び（14）に掲げ

る場合によるものを除く。） 

振替株式を発行する会社 上場廃止の原因となる事

実が発生したとき速やか

に 

 

（略） （略） （略） 

 

２．新株予約権社債の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （８）吸収分割契約の内容を決定した場合（交付する吸収分割承継会社の新株予

約権付社債が振替新株予約権付社債である場合又は吸収分割に際して吸収分

割会社が吸収分割承継会社から全部取得条項付種類株式の対価として取得し

た振替新株予約権付社債を分割会社株主に交付する場合に限る。） 

吸収分割会社である会社（吸収分

割に際して吸収分割会社が吸収分

割承継会社から全部取得条項付種

類株式の対価として取得した振替

新株予約権付社債を分割会社株主

に交付する場合に限る。） 

取締役会決議後速やかに 

 

（９）新設分割計画の内容を決定した場合（交付する新設分割設立会社の新株予

約権付社債が振替新株予約権付社債である場合又は吸収分割に際して新設分

割会社が新設設立会社から全部取得条項付種類株式の対価として取得した振

替新株予約権付社債を新設分割会社株主に交付する場合に限る。） 

（略） （略） 

旧
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通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（13）新株予約権付社債の無償割当てを決定した場合 新株予約権の無償割当てをする会

社 

取締役会決議後速やかに 

（14）社債権者集会の召集をする場合 社債権者集会の召集対象となる新

株予約権付社債を発行する会社 

会社が社債権者集会の召

集を決定する場合は、決定

後速やかに、社債管理者又

は社債権者が社債権者集

会の召集をする場合は、会

社が社債権者集会の召集

を知った後速やかに 

（略） （略） （略） 

（22）金融商品取引所への上場廃止又は日本証券業協会における指定の取消しの

原因となる事実が発生した場合（総額買取型新株予約権付社債を除く。） 

振替新株予約権付社債を発行する

会社 

上場廃止となった日以降

速やかに 

 

（略） （略） （略） 

 

３．新株予約権の発行者の場合 

通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （７）吸収合併契約の内容を決定した場合（合併の対価として振替新株予約権付

社債の発行を決定した場合） 

 

（略） （略） 

（８）新設合併契約の内容を決定した場合（合併の対価として振替新株予約権付

社債の発行を決定した場合） 

（略） （略） 
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通知すべき場合 通知すべき者 通知すべき時期 

（略） （略） （９）吸収分割契約の内容を決定した場合（交付する吸収分割承継会社の新株予

約権が振替新株予約権である場合又は吸収分割に際して吸収分割会社が吸収

分割承継会社から全部取得条項付種類株式の対価として取得した振替新株予

約権を分割会社株主に交付する場合に限る。） 

 

吸収分割会社である会社（吸収分

割に際して吸収分割会社が吸収分

割承継会社から全部取得条項付種

類株式の対価として取得した振替

新株予約権を分割会社株主に交付

する場合に限る。） 

取締役会決議後速やかに 

（10）新設分割会社の内容を決定した場合（交付する新設分割会社の新株予約権

が振替新株予約権である場合又は吸収分割に際して新設分割会社が新設設立

会社から全部取得条項付種類株式の対価として取得した振替新株予約権付社

債を新設分割会社株主に交付する場合に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） （11）株式交換契約の内容を決定した場合（株式交換の対価として振替新株予約

権付社債の発行を決定した場合に限る。） 

 

（略） （略） 

（12）株式移転計画の内容を決定した場合（株式移転の対価として振替新株予約

権付社債の発行を決定した場合に限る。） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

 

４～６ （略） 

以 上 
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別表２ 
 

区分口座コード 口座種別 属性区分 

（略） （略） （略） 
９８ （略） 

９９ 

自己口 

質権口又は質権信託口 

（注） （略） 
以 上 

新
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別表２ 
 

区分口座コード 口座種別 属性区分 

（略） （略） （略） 
９８ 自己口 質権口 

（注） （略） 
以 上 

旧



                 

 

20

別表３ 

 

１ 統合Ｗｅｂ端末 

（１）入力 

① 機構加入者からの入力 

データの種別 データ授受の時間 規程又は規則 備考 

（略） （略） （略） （略） 

新株式数申告 午前９時から午後８時まで 規程第 80 条第 15 項（同第 92 条第２項、同第

102 条第９項、同第 223 条第３項及び第 269 条

第２項において読み替えて準用する場合を含

む。）、同第 87条第７項、同第 89条第７項、同

第 94 条第７項（同第６章及び第７章において

読み替えて準用する場合を含む。）、同第 218 条

第 16 項、同第 225 条第 16 項（同第５章におい

て読み替えて準用する場合を含む。） 

規程各条に定める日に入力 

（略） （略） （略） （略） 

 

②～⑤ （略） 

 

（２） （略） 

 

２ ファイル伝送 

（１）入力 

① （略） 

 ② 発行者（株主名簿管理人、投資主名簿等管理人又は優先出資者名簿管理人が選任されているときは株主名簿管理人、投資主名簿等管理人又は

優先出資者名簿管理人）からの入力 

新
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データの種別 データ授受の時間 規程又は規則 備考 

（略） （略） （略） （略） 

配当金支払予定額データ（源泉徴収税額控除前） 午前３時から午後８時まで 規程第 170 条第１項（同第６章及び第７章にお

いて読み替えて準用する場合を含む。） 

規則第 232 条定める日に入力 

（略） （略） （略） （略） 

 

③ （略） 

 

（２） （略） 

 

３～６ （略） 

以 上 
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別表３ 

 

１ 統合Ｗｅｂ端末 

（１）入力 

① 機構加入者からの入力 

データの種別 データ授受の時間 規程又は規則 備考 

（略） （略） （略） （略） 

新株式数申告 午前９時から午後４時まで 規程第 80 条第 15 項（同第 92 条第２項、同第

102 条第９項、同第 223 条第３項及び第 269 条

第２項において読み替えて準用する場合を含

む。）、同第 87条第７項、同第 89条第７項、同

第 94 条第７項（同第６章及び第７章において

読み替えて準用する場合を含む。）、同第 218 条

第 16 項、同第 225 条第 16 項（同第５章におい

て読み替えて準用する場合を含む。） 

規程各条に定める日に入力 

（略） （略） （略） （略） 

 

②～⑤ （略） 

 

（２） （略） 

 

２ ファイル伝送 

（１）入力 

① （略） 

 ② 発行者（株主名簿管理人、投資主名簿等管理人又は優先出資者名簿管理人が選任されているときは株主名簿管理人、投資主名簿等管理人又は

優先出資者名簿管理人）からの入力 

旧
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データの種別 データ授受の時間 規程又は規則 備考 

（略） （略） （略） （略） 

配当金支払予定額データ（源泉徴収税額控除後） 午前３時から午後８時まで 規程第 170 条第１項（同第６章及び第７章にお

いて読み替えて準用する場合を含む。） 

規則第 232 条定める日に入力 

（略） （略） （略） （略） 

 

③ （略） 

 

（２） （略） 

 

３～６ （略） 

 

以 上 
 

 


